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第 1 章 
公共施設等総合管理計画とは 

１．公共施設等総合管理計画策定に当たって 
これまで我が国においては、高度成長期から急激な人口増加と社会変化に対応するため、数多

くの公共施設等の整備が進められてきましたが、老朽化が進み、公共施設等の大規模改修や修繕、

建て替えなどの対策が大きな課題となっています。 

地方公共団体においても、厳しい財政状況が続く中で、今後、人口減少等により公共施設等の

利用需要が変化していくことが予想され、早急に公共施設等の全体の状況を把握し、長期的な視

点を持って、更新・統廃合・長寿命化などを計画的に行い、財政負担を軽減・平準化するととも

に、公共施設等の最適な配置を実現することが必要となっています。 

このため国は、インフラの老朽化が急速に進展する中、「新しく造ること」から「賢く使うこ

と」への重点化が課題であるとの認識のもと、平成 25 年 11 月に「インフラ長寿命化基本計画」

を策定し、地方公共団体の役割を示すとともに、平成 26 年 4 月には、各地方公共団体に対し、

国の動きと歩調をあわせ、速やかに公共施設等の総合的かつ計画的な管理を推進するための計画

（公共施設等総合管理計画）の策定に取り組むよう要請を行いました。 

全国的な傾向と同様に、本町が所有する公共施設等についても、既に更新時期を迎えたものや、

早急な老朽化対策が必要なものが数多く存在し、今後、多額の維持修繕、更新費用が必要となる

ことが見込まれます。このことは、本町の行財政運営における重要な課題であり、これを単純に、

施設の総量縮小やコスト削減のみで対処するのではなく、まちづくりを再考する好機ととらえ、

公共施設等の見直しと適正配置を推進し、持続可能で豊かなまちをどのように形成していくのか、

町として知恵と工夫を発揮することが求められています。 

こうした状況を踏まえ、「皆で考え、共に町を創る」という不断の改革の姿勢を持ち、町民と

ともに、真に必要な公共施設サービスのあり方を検討するための指針として、「奈井江町公共施

設等総合管理計画（以下、「本計画」という。）を策定します。 
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２．計画の位置づけ 
この計画は、国が策定した「インフラ長寿命化基本計画」に基づく行動計画であるとともに、

「奈井江町まちづくり計画」を上位計画として、個別施設計画の基本的な方針や考え方を示すも

のであり、具体的な施設のあり方については、個別施設計画に委ねることとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 本計画の位置づけ 

 

 

 

 

 

 

３．計画期間 
平成 29 年度から平成 38 年度までの 10 年間とし、必要に応じて適宜見直しを行います。 

 

  

 

奈井江町まちづくり計画 

個別施設計画 

奈井江町公共施設等総合管理計画 

インフラ⻑寿命化基本計画 

個別施設計画 

各省庁が策定 

【国】 （基本計画） 

【地方】 （⾏動計画） 【国】 （⾏動計画） 
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第 1 章 
公共施設等総合管理計画とは 

４．対象範囲 
本計画は、本町が所有する財産のうち、建築系公共施設及び土木系公共施設を含む全ての公有

財産を対象とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 本計画の対象範囲  

建築系公共施設 
 

�社会福祉施設 
�児童福祉施設 
�環境衛生施設 
�保健医療施設 
�農業施設 
�観光施設 
�公園施設 
�学校施設 
�文化施設 
�体育施設 
�集会施設 
�住宅施設 
�公用施設 
�用途廃止施設 

土木系公共施設 
 

�道路（町道・農道・林道） 
�下水道 
�橋梁 
�河川・排水路 

公 共 施 設 等 
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５．取組体制 
（１）取組体制の構築 

奈井江町行政推進会議を本計画の推進組織として位置付け、全庁的な公共施設等マネジメント

の推進を図るとともに、必要に応じて方針の改定や目標の見直しを行います。 

また、本計画の管理組織として、財産管理、企画、財政の担当職員で構成する公共施設等マネ

ジメント対策チームを設置し、庁内関係各課との連携、調整を図りながら、本計画の適切な管理

を進めます。 

 

 

（２）町⺠との協働 
町民と公共施設等に関する問題意識の共有化を図るとともに、協働により問題解決に取り組ん

でいきます。 

 

 

（３）職員の意識改⾰ 
全庁的に計画を推進するためには、職員の意識改革が必要になります。公共施設等に関する現

状を全職員が把握するとともに、既存施設をいかに効率的・効果的に活用できるかといった創意

工夫の意識を持てるよう、より一層の意識改革に努めます。 
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第２章 
本町の現状 

１．位置・面積 
本町は、空知地方中部、石狩平野のやや北部にあり、北海道の 2 大都市である札幌市まで 68

㎞、旭川市まで 68.8 ㎞とほぼ中間に位置し、生活環境、農工生活消費流通、企業立地等の面で

も充実しています。東部は夕張山系によって芦別市に、西部は石狩川によって浦臼町と新十津川

町に隣接しており、南部は美唄市に、北部は砂川市に隣接しています。 

 

交通は、国道 12 号線、JR 函館本線が本町の中央を通っています。また、中心部から車で約

10 分の距離に奈井江・砂川インターチェンジがあり、道央自動車道が南北に縦断しています。 

 

■位置：東経 141 度 52 分／北緯 43 度 25 分 

■面積：88.19㎢ 

■広ぼう：東西 18.9km／南北 9.9km 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 奈井江町位置図 

 

  

奈井江町 
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２．人口動向 
本町の人口は、1980 年以降減少傾向が続いており、2010 年には 6,194 人となっています。 

国立社会保障・人口問題研究所によると、本町の人口は今後も減少傾向が続き、2040 年には

3,173 人、2060 年には 1,752 人になると推計されます。 

年齢区分の構成比でみると、年少人口比は 1990 年に老年人口を下回った後も減少傾向が続き、

2060 年には 4.0％となります。生産年齢人口比は 1995 年以降減少傾向となっていましたが、

2045 年以降横ばいから微増傾向に転じ、2060 年には 40.0％となります。高齢人口比は 1980

年以降増加傾向となっており、2030 年に生産年齢人口比を上回った後も増加傾向が続きます。

2045 年以降は横ばい傾向に転じ、2060 年には 56.0％となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 人口の推移 

 

奈井江町人口ビジョン 
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第２章 
本町の現状 

３．財政状況 
（１）歳入 

本町の歳入総額は、年によって増減があるものの、2006 年度以降約 50 億円前後で推移して

います。2015 年度の総額は 4,923,827 千円となっており、前年度に比べ 24,522 千円の減少とな

っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 歳入の推移 

 

（２）歳出 

本町の歳出総額は、2006 年度以降 45～50 億円程度で推移しています。 

費用科目別では、扶助費の増加が続いており、2006 年度から 2015 年度にかけて約 1.9 倍に

増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 歳出の推移  
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４．対象施設 
（１）対象施設 

原則、本町の所有する全ての公共施設等を対象とします。 

ただし、延床面積 50 ㎡以下の建築物については除外しています。 

 

（２）施設の分類 
建築系公共施設、土木系公共施設を下表に基づいて分類しました。 

 

表 対象施設の分類表 

大分類 分類 施設名 

建築系公共施設 

社会福祉施設 

向ヶ丘生活館／東町生活館 
⽼⼈福祉寮「かおる荘」／⽼⼈保健施設「健寿苑」 
⽼⼈総合福祉施設「やすらぎの家」 
⾼齢者生活福祉センター「ひだまり」 

児童福祉施設 
東町児童館／南町児童館／北町児童館 
認定こども園／子育て⽀援センター 

環境衛生施設 葬斎場／一般廃棄物最終処分場 

保健医療施設 保健センター／町⽴国⺠健康保険病院 

農業施設 
農産物加工実習室／土壌分析室 
奈井江排水機場／⾼島排水機場／米穀乾燥調製貯蔵施設 

観光施設 
ないえ温泉／農業構造改善センター／屋内体育センター 
地域交流センター（道の駅）／にわ⼭森林⾃然公園 

公園施設 
東町５区遊園地／なかよし公園／南町公園／白樺公園／本町公園 
住友公園／寿公園／みのり遊園地／茶志内公園／ライマン公園 

学校施設 奈井江中学校／奈井江⼩学校 

文化施設 公⺠館／図書館／郷土館／陶芸センター／文化ホール 

体育施設 
本町公園野球場／本町公園テニスコート／体育館／体育館テニスコート 
寿公園サッカー場（土・芝）／寿公園パークゴルフ場／町⺠プール 

集会施設 
南町コミュニティ会館／北町コミュニティ会館／東町コミュニティ会館 
交流プラザ「みなクル」 

住宅施設 
公営住宅／町職員住宅／教職員住宅／医師住宅 
サービス付⾼齢者向け住宅「あんしん」 

公用施設 役場庁舎／⾞庫棟／防災倉庫等 

用途廃止施設 旧消防庁舎、旧江南⼩学校、旧向ヶ丘共同浴場 

土木系公共施設 

道路 町道／農道／林道 

下水道  

橋梁  

河川・排水路  
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第２章 
本町の現状 

（３）施設の現状 
本町の建築系公共施設は全体で 180 施設、総延床面積 93,842 ㎡となっており、分類ごとの延

床面積の割合は、住宅施設が 38.0％、学校施設が 10.5％、社会福祉施設が 9.5％となっています。 

 

表 施設分類ごとの施設数と延床面積 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 施設分類ごとの延床面積比  

大分類 施設数 延床面積（㎡） 

社会福祉施設 6 8,873 

児童福祉施設 5 1,631 

環境衛生施設 2 1,577 

保健医療施設 2 5,886 

農業施設 7 4,702 

観光施設 5 5,606 

学校施設 2 9,898 

文化施設 5 5,902 

体育施設 2 4,003 

集会施設 4 1,968 

住宅施設 131 35,700 

公用施設 6 3,541 

用途廃止施設 3 4,555 

合計 180 93,842 

社会福祉施設
10.7%

児童福祉施設
1.7%

環境衛生施設
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５．更新費⽤試算 
（１）試算条件 
①基本的な考え方 

� 更新年数経過後に現在と同じ延床面積等で更新すると仮定し、延床面積等の数量に更新単価

を乗じることにより、更新費用を試算します。 

②耐用年数・更新の考え方 

� 標準的な耐用年数（日本建築学会「建築物の耐久計画に関する考え方」）とされる 60 年を採

用することとします。 

� 建設後 30 年で建築物の大規模改修を行うものとします。 

� 建設時からの経過年数が 31 年以上 50 年未満の建築物については、今後 10 年間で均等に大

規模改修を行うものと仮定します。 

� 建設時より 50 年以上経ているものについては、建て替えの時期が近いので、大規模改修は

行わずに 60 年を経た年度に建て替えると仮定します。 

③更新単価の考え方 

� 既に更新費用の試算に取り組んでいる地方公共団体の調査実績、設定単価等を基に用途別に

設定された単価を使用します。なお、更新単価において地域差は考慮しないこととします。 

� 大規模改修の単価は、建て替えの約 6 割で想定します。 

 

表 用途別単価 

施設分類 大規模改修 建て替え 

町⺠文化系施設 25 万円/㎡ 40 万円/㎡ 

社会教育系施設 25 万円/㎡ 40 万円/㎡ 

スポーツ・レクリエーション系施設 20 万円/㎡ 36 万円/㎡ 

産業系施設 25 万円/㎡ 40 万円/㎡ 

学校教育系施設 17 万円/㎡ 33 万円/㎡ 

子育て⽀援施設 17 万円/㎡ 33 万円/㎡ 

保健・福祉施設 20 万円/㎡ 36 万円/㎡ 

医療施設 25 万円/㎡ 40 万円/㎡ 

⾏政系施設 25 万円/㎡ 40 万円/㎡ 

公営住宅 17 万円/㎡ 28 万円/㎡ 

公園 17 万円/㎡ 33 万円/㎡ 

供給処理施設 20 万円/㎡ 36 万円/㎡ 

その他 20 万円/㎡ 36 万円/㎡ 

（※総務省公共施設等更新費用試算ソフトの用途別単価を使用しています） 
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なります。直近
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することになります。 
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６．対象施設の現状と課題 
（１）建築系公共施設の現状と課題 

本町の建築系公共施設は、役場庁舎と奈井江中学校が昭和 46 年（1971 年）に、奈井江小学

校が昭和 49 年（1974 年）に、公営住宅（東・南・北町・宮村団地）が昭和 45～59 年（1970

～1984 年）に建設されるなど、昭和 40 年代（1965 年）から昭和 50 年代（1984 年）に建設さ

れた施設の総延床面積が約 4.2 万㎡、全体の 45％を占めています。 

 

一般的には、鉄筋コンクリート造の建築物は築 30 年程度で大規模改修が、築 60 年程度で建

て替えが必要になると言われており、本町の多くの施設が大規模改修や建て替えの時期を迎えて

いることになります。 

旧耐震基準である昭和 56 年（1981 年）以前に建設された施設は、約 3.6 万㎡、全体の約 38％

となっています。 

 

施設の老朽化が進む中で、部分的な修繕や応急措置など対症療法的な保全で済ませていては、

後々重大な事故や突発的な経費の増大が発生するような事態も起こり得ることから、耐震改修を

含めた戦略的な維持管理を進める必要があります。 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 築年別整備状況 
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第２章 
本町の現状 

（２）土木系公共施設の現状と課題 
土木系公共施設は、道路（町道・農道・林道）、下水道、橋梁、河川・排水路として分類され

ます。 

橋梁は建設後 60 年で更新、下水道施設は 50 年が耐用年数と言われており、施設の改修や更

新の時期を迎え、維持管理における安全性の確認及び品質の適正性の確保が課題となります。 

また、農道や農業用排水路などの農業関係施設、林道などの林業関係施設においても、実態（施

設数、経年数、老朽化度等）を把握し、予防保全の観点から経験と知見を共有し活用する点検を

行うことが求められます。 
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 １．公共施設等の管理に関する基本的な考え方 

 ２．実施方針 

 ３．フォローアップの実施方針 
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第３章 
公共施設等総合管理計画の基本方針 

１．公共施設等の管理に関する基本的な考え⽅ 
本町の公共施設における現状と課題、施設の改修・更新に掛かるコスト試算の結果を踏まえ、基

本となる全体目標を設定します。公共施設等を建築系公共施設と土木系公共施設に大別した上で検

討を行い、公共施設等の総合的かつ計画的な管理を推進し、将来の更新費用の削減を図ります。 

 

（１）建築系公共施設 
①施設総量（総床面積）の縮減 

将来人口の推移や町民ニーズを踏まえ、必要最小限のサービス水準を維持しながら「選択と

集中」により、施設総量の削減と再配置を進めます。 

用途廃止施設など遊休・余剰財産の有効利用を図るため、再利用が可能な施設は、民間への

売買・賃貸・無償譲渡等の処分を促進します。 

 

 

 

 

②複合化・集約化による施設整備 

公共施設の更新・改修の実施については、「複合化・集約化」により行うことを基本とし、複

合化・集約化以外の単独施設の新規整備は原則として行わないこととします。 

 

③施設整備・維持管理・運営コストの縮減 

公共施設の更新・改修はライフサイクルコストを念頭におき、長寿命化、省エネルギー化な

どによる計画的・効率的な整備を進めます。 

公共施設の整備、維持管理、運営をより効果的、効率的に行うため、PFI、指定管理者制度、

包括的民間委託、民間譲渡など官民連携の導入を検討します。 

 

④施設の広域利用 

施設の利用状況や行政サービスの必需性等を検討し、施設廃止に伴う町民生活への影響が少

ない施設は、近隣市町に設置されている類似施設の広域利用を進めます。 

 

（２）土木系公共施設 
土木系公共施設については、整備計画や長寿命化計画に基づき、計画的な改修・更新を進めま

す。その際費用対効果を検討し、全体的、長期的な視点により優先順位を定め、投資額を決定し

ます。 

道路については高齢者の増加等の社会的変化に配慮し、新たな要請に対する重要性、緊急性を

考慮し、安全性、経済性と財源のバランスを図ります。また、長寿命化を図り、効率的な改修に

よりライフサイクルコストを縮減します。  

総床面積の削減目標 ⇒ 20％ 
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２．実施⽅針 
（１）点検・診断等の実施方針 
①施設の点検 

公共施設等には、数多くの部品・部材や設備機器など様々な素材が組み合わされて構成されて

いますが、利用状況や経年変化などから生じる損傷、老朽化の進行に伴い、本来の機能が低下す

ることから、点検の実施により、施設の状況を的確に把握し、管理していくことが必要です。 

点検には、日常的な点検のほかに、月・年点検などの定期点検、法に基づく法定点検などが

あり、施設の特性に応じて適切な点検を実施します。 

点検の目的には、施設の異常や故障を早期に発見し、利用者の安全を確保することに加え、

当該施設の劣化特性を把握することなどがあり、点検結果を蓄積することにより、今後の長寿

命化対策に活用していきます。 

点検作業は、専門知識を有する者が定期的に実施することにより、施設の異常の有無のほか、

経年変化の進行をより正確に把握するよう努めます。 
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第３章 
公共施設等総合管理計画の基本方針 

表 建築・設備の日常点検項目 

 

  

建   物 
構造別 ⼩項目 点検方法等 

構造体の安全について 各種荷重に対するチェック 

①固定荷重 
②積載荷重 
③積雪荷重 
④風圧⼒ 
⑤地震⼒ 
⑥その他荷重（土圧、水圧、移動荷重、建築設備荷重、作業荷重等） 

屋根・屋上について 

①防水に対するチェック 
②パラペット 
③ルーフドレン・とい 
④屋上柵・タラップ 
⑤丸環 
⑥⾦属板葺き屋根 
⑦石綿スレート葺き屋根 

①防水保護塗膜の点検 
②定期的清掃点検 
③定期的清掃点検 
④定期的手入れと点検 
⑤定期的手入れと点検 
⑥早めの点検補修 
⑦暴風⾬前後の点検手入れ 

外装仕上げについて 

①吹付け塗装 
②タイル張り 
③石・擬石・テラゾ 
④非鉄⾦属仕上げ 
⑤鉄部の塗装 
⑥シーリング材 
⑦ガラス 

①定期的な吹付けなおし 
②定期的点検 
③定期的点検 
④定期的清掃と塗り替え 
⑤定期的清掃と塗り替え 
⑥定期的手入れ 
⑦破損点検 

建具について 

①アルミ製建具 
②鋼製建具 
③シャッター・防火扉 
④建具⾦物 

①定期的点検、パッキン材取替え 
②定期的清掃点検 
③定期的な点検整備 
④締めつけ調整 

内部仕上げについて 

①石・擬石・テラゾ 
②陶磁器質タイル 
③モルタル・コンクリート 
④弾性床材 
⑤板張り・フローリング・ブロック 
⑥カーペット類 
⑦塗装 
⑧壁紙・布張り木材生地 

①〜⑧省略 

厨房・浴室・便所など 
水を使用する場所について 

①厨房 
②浴室 
③便所 

①定期的清掃、グリストラップの内部点検 
②使用後の清掃、換気 
③拭き取り清掃 

外構・その他について ①境界標石 
②排水溝・会所 

①隣接地工事の際注意 
②点検清掃 
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設   備 
設備別 ⼩項目 点検方法等 

電気設備について ①電気主任技術者の選任 
②電気設備の法定 

①建物の電気設備の契約電⼒が 50KW 以上の場合には電気主任技術
者の選任が必要。 

②非常照明設備・⾃動火災報知設備などは「建築基準法」「消防法」に基
づく有資格者による定期点検・検査報告などが義務付けられている。 

給排水衛生設備について ①消火設備 
②給排水衛生 

①消火栓・スプリンクラー設備については「建築基準法」「消防法」に基づき
有資格者による定期的な点検、検査報告などが義務付けられている。 

②運転維持管理について有資格者の選任や検査・点検事項・時期などにつ
いて法令で規制されることがある。 

冷暖房換気設備について 冷暖房換気設備の維持管理 

①ボイラー・冷凍機など法的運転資格者の選任、法的定期検査を受ける。 
②ビル管理法上の対象建物は法に定められた運転資格者の選任が必要。 
③法に基づく換気設備・排煙設備は有資格者による定期点検検査・報告

が義務付けられている。 
④冷暖房換気設備を構成する機器は回転振動などによる摩耗、劣化など

がおきるので定期点検整備が必要。 

昇降機設備について エレベーター・エスカレーターなど 
①「建築基準法」により定期検査報告が義務付けられている。 
②昇降機設備は複雑な制御機構を持った精度の⾼い機器設備なので、維

持管理は専門技術者に⾏わせる。 

ガス設備について  
ガス漏れ検知装置、その他安全装置については定期的に専門業者の点検
を受ける。 

汚水浄化槽設備について 日常点検・保守 ①消毒液を常にタンクに確保しておく。 
②駆動装置及びポンプ設備は、常時作動させておく。 

（「建築・設備の日常点検項目」建築リニューアル⽀援協会（ARCA）より引用） 
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第３章 
公共施設等総合管理計画の基本方針 

②施設の診断 

施設の点検結果に加え、耐震診断、劣化診断など既往の診断結果を活用し、施設の安全性、

耐久性、機能性及び適法性の 4 項目を最低限必要な診断項目とした簡易診断を実施し、施設の

現況把握に努めます。 

診断は、その時点での施設の状況を把握するために実施しますが、定期的な診断とその記録

を蓄積することにより、劣化予測を行うことが可能となるほか、蓄積データの解析により施設

の課題と優先度を判断し、長寿命化対策の検討などに活用していきます。 

 

表 公共施設診断の対象となる評価項目（FM 評価手法・JFMES13 マニュアル(試行版)より構成） 

記号 評価項目 評価内容 

a. 安全性 
・敷地安全性（耐災害）、建物耐震・耐風・耐雪・耐⾬・耐落雷安全性、防火
安全性、事故防止性、防犯性、空気質・水質安全性 

b. 耐久性 ・建物部位（構造・外装など）の耐久性・劣化状況 

c. 不具合性 ・施設各部位（構造・仕上げ・付帯設備・建築設備）の不具合性 

d. 快適性 ・施設快適性（室内環境・設備）、⽴地利便性 

e. 環境負荷性 ・施設の環境負荷性（省エネ、有害物質除去など） 

f. 社会性 ・地域のまちづくりとの調和、ユニバーサルデザイン（バリアフリー化） 

g. 耐用性 ・経過年数と耐用年数、変化に対する追随性、計画的な保全・大規模改修 

h. 保全性 ・維持容易性、運営容易性、定期検査の履⾏ 

i. 適法性 ・建築法規、消防法、条例 

j. 情報管理の妥当性 ・情報収集、情報管理、情報利活用 

k. 体制・組織の妥当性 ・統括管理体制、管理体制、トップマネジメントへの直属性 

l. 顧客満⾜度 ・顧客満⾜度、職員満⾜度 

m. 施設充⾜率 ・地域別施設数量の適正性、用途別施設数量適正性、余剰スペース 

n. 供給水準の適正性 ・供給数量適正性（敷地面積、建物面積など） 

o. 施設利用度 ・施設利用率、空室率 

p. 点検・保守・改修コストの適正性 ・点検・保守費、清掃費、警備費、改修費・大規模改修費、更新費 

q. 運用コストの適正性・平準化 ・運用費、水道光熱費 

r. ライフサイクルコストの適正性 ・ライフサイクルコスト 
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（２）維持管理・修繕・更新等の実施方針 
①維持管理・修繕の実施方針 

公共施設等の利用者に対し、常に安全で快適な使用環境を提供するため、日常の点検・保守

業務により、施設の劣化や機能低下を早期に発見・修繕するとともに、施設の長寿命化に向け

た予防保全型の維持管理を実施します。 

また、設備機器については、点検、注油、消耗品の交換、調整などの日常のメンテナンスに

加え、修繕や小規模改修についても速やかに対応し、設備の長寿命化や安全で快適な使用環境

の維持に努めます。 

施設の維持管理を計画的・効率的に実施することにより、維持管理費・修繕費の平準化を図

るとともに、維持管理コストの削減に向けて、複数の施設や設備を対象とした包括管理委託の

可能性についても検討していきます。 

 

②更新・改修の実施方針 

計画的な保全では、不具合が発生したそのつど対応する事後保全ではなく、実行計画を策定

し実施していくことが重要です。施設の経年変化には、法規の改正による既存不適格の発生も

含まれるので、適法性の管理が必要となります。 

建物を更新しないで長期にわたって有効に活用するためには、建築の基本性能を、利用目的

に合致した最適な状態に維持あるいは向上することが必要となります。そのため、建築物を適

切なタイミングで簡易に診断し、計画的に保全していくことが不可欠であり、総合管理計画の

中の具体的な計画となる長期修繕計画の策定、それまでの間に定期的な見直しを行う中期修

繕・改修計画の展望が重要となります。 

公共施設等を更新・改修する理由には、施設の耐久性、不具合性、施設規模（広さ・高さ）、

使いやすさ、陳腐化等のほかに、施設に求められる様々な性能面や法規対応において要求水準

を満たすことができない場合もあることから、更新の際には種々の診断を行ってその理由を明

確にする必要があります。 

更新・改修の必要性が生じた場合については、既存施設の利用状況、将来的な人口減少や人

口構成の変化等を総合的に勘案し、施設のコンパクト化や省エネルギー化等による維持管理費

の縮減ができないかどうか検討するとともに、統合や廃止の実施方針を踏まえ、他の施設との

複合化・集約化ができないかどうか検討していきます。 
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第３章 
公共施設等総合管理計画の基本方針 

 

表 適法性の主な管理項目 

適
法
性
管
理 

関連法規 
適法性 

建物に関する法令 
建築基準法、耐震改修促進法、品確法、学校保健安全法、医療法、
児童福祉法、駐⾞場法、文化財保護法、建築物管理法、労働安全衛
生法 

消防に関する法令 消防法 

条例に関する法令 条例 

環境に関する法令 廃棄物処理法、グリーン購入法、省エネルギー法、公害防止法 

不動産に関する法令 不動産登記法、宅地建物取引業法、借地借家法 

定期検査の
履⾏ 

建物定期検査 
消防用設備等点検、昇降機定期検査、水質・水道施設の検査、空気
質検査、特殊建築物の定期検査 

建築設備定期検査 
建築設備の定期検査、ガス消費機器の調査、電気工作物の調査、⾃
家用電気工作物の点検 

 

 

（３）安全確保の実施方針 
公共施設等における安全確保の目的は、利用者に安全・安心な使用環境を提供することです。

また、万一の事故・事件の発生や災害によって被災した場合の被害を最小限にとどめ、早期の復

旧が可能な体制を構築することも必要となります。 

施設の安全確保に向けては、点検時に異常が認められる場合はもちろん、診断結果から健全度

が基準値を下回ることが予想される場合に、適切な改修を実施します。ただし、改修することが

困難な危険を確認した場合や高額の費用を要する場合には、施設を廃止することも含めて、総合

的な検討を進めていきます。 

 

 

 

（４）耐震化の実施方針 
公共施設の耐震化については、学校など災害時の避難所に指定されている施設を優先的に進め

ていますが、耐震改修工事には多額の費用を要すること、また、未耐震施設は建設後 30 年以上

を経過している老朽施設が多く、耐震化の投資効果が短期間となることから、防災上の優先度や

施設の利用状況等を考慮しながら慎重に検討を行いつつ、順次、耐震化を進めていきます。 
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（５）⻑寿命化の実施方針 
①総合的かつ計画的な管理 

診断と改善に重点をおいた総合的かつ計画的な管理に基づいた予防保全によって、公共施設

等の長期使用を図ります。総合的かつ計画的な管理とは、点検・保守・修繕、清掃・廃棄物管

理を計画的にきめ細かく行い、公共施設等を健全な状態に保ち、定期的に施設診断を行い、そ

の結果により小規模改修工事を行って不具合箇所を是正することです。 

そのためには、今ある公共施設等の状態を把握するための施設診断が必要で、診断結果によ

り所定の機能・性能を確保できるところまで改修工事を行い、さらに、計画的な保全を行って

いきます。 

 

②計画的な保全、長寿命化計画 

下図は、施設のライフサイクルにおける経過年数と機能・性能の関係を示したものです。 

建設から 40 年程度までは、小規模な改修工事や点検・保守・修繕を定期的に行うことによっ

て、性能・機能を初期性能あるいは許容できるレベル以上に保つことができます。しかし、建

設後 40 年以上経過すると点検・保守による修繕・小規模改修工事では、性能・機能が許容でき

るレベルを維持できなくなり、大規模改修工事が必要となります。要求性能レベルは通常時間

がたつにつれて上昇するため、要求性能レベルの変化を視野に入れた改修工事が望まれます。 

さらに、施設の寿命を延ばすには長寿命化改修工事が必要となります。 

本町の公共施設では、建て替え周期は大規模改修工事を経て 60 年とし、その時点で診断を行

い、結果、使用が可能であれば長寿命化改修工事を行って、80 年まで長期使用しコストを削減

することも検討します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 長寿命化における経過年数と機能・性能の関係（鉄筋コンクリートの場合） 
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第３章 
公共施設等総合管理計画の基本方針 

（６）統合や廃止の実施方針 
本町では、人口減少の進展等により、今後、老朽化した公共施設等の修繕・更新費用に対する

充当可能財源の不足が予想され、保有施設の規模や機能を維持したまま更新することは困難であ

ることから、更新時期を迎えた施設については、将来的な人口動向や社会情勢、町民ニーズ等を

踏まえ、他施設との複合化や集約化、廃止等に向けた検討を行い、施設の削減、再配置を進める

こととします。 

施設廃止の検討対象としては、利用者数が少ない施設、当初の設置目的による役割を終えた施

設、老朽化の進んだ施設で代替施設がある施設などが挙げられますが、民間サービスへの転換が

可能な施設、近隣市町との共同利用が可能な施設についても廃止や移譲の検討を行います。 

また、施設の安全性、耐久性、類似施設の有無、町民ニーズ、公的サービスの必要性等を踏ま

え、以下に示す 7 つの種類に分けて、各施設の個別基本方針を示すとともに、統廃合に伴う町民

生活の影響を最小限にするための対応措置、将来のまちづくりや町財政との整合性などを考慮し

ながら方針の実現に向けて取り組んでいきます。 

 

表 個別基本方針の種類 

区 分 説              明 

存 続 計画的な修繕、改修等を実施し、引き続き管理運営を⾏うこと 

複 合 化 異なる機能の施設同⼠を一つの施設に複合化すること 

集 約 化 同じ機能の複数施設を一つの施設に集約化すること 

用途変更 当該施設の設置目的を他の目的に変更すること 

移 譲 当該施設を⺠間、地域等へ譲渡（有償⼜は無償）すること 

広 域 化 当該施設を用途廃止し、他市町の施設の共同利用を⾏うこと 

廃 止 当該施設の⽼朽化等により、当該施設の利用を廃止すること 

 

 

 

 

３．フォローアップの実施⽅針 
本計画の考え方に基づき、具体的に施設の統合や廃止を検討する際には、町民との協働により

課題解決を図るとともに、本計画は 10 年間に及ぶ長期の計画であることから、今後の財政状況

や社会情勢の変化等に応じて、適宜、内容を見直していきます。 

また、町全体で公共施設に関する情報や問題意識を共有化するため、町ホームページなどによ

り積極的な情報提供を行います。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４章 施設類型ごとの管理に関する基本的な⽅針 

 

 

 

 

 

 

  

 ２．土木系公共施設の管理に関する基本的な方針 

第４章 

施設類型ごとの管理に関する基本的な⽅針

 １．建築系公共施設の管理に関する基本的な方針 
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第４章 
施設類型ごとの管理に関する基本的な方針 

１．建築系公共施設の管理に関する基本的な⽅針 
（１）社会福祉施設 
①施設一覧表 

番
号 

施設名 
延床面積
（㎡） 

建築
年度 

経過
年数 

構
造 

所管課 
運営 
方法 

所在地域 

1 向ヶ丘生活館 167 S47 44 CB おもいやり課 直営 向ヶ丘 

2 東町生活館 259 S52 39 CB おもいやり課 直営 東町 5 区 

3 ⽼⼈福祉寮「かおる荘」 262 S62 29 CB おもいやり課 直営 本町 10 区 

4 ⽼⼈保健施設「健寿苑」 1,778 S63 28 RC 健康ふれあい課 直営 本町 10 区 

5 ⽼⼈総合福祉施設「やすらぎの家」 5,387 H8 20 RC 健康ふれあい課 直営 本町 8 区 

6 ⾼齢者生活福祉センター「ひだまり」 1,020 H11 17 RC 健康ふれあい課 直営 本町 8 区 

※構造 CB：コンクリートブロック造 RC：鉄筋コンクリート造 

※経過年数により次のとおり色分けをしています。 50 年以上 31 年〜49 年 30 年以下 

 

②各施設の現況と個別基本方針 

 

■生活館（向ヶ丘・東町） 

区  分 内             容 

施設の現況等 

当施設は、2 館合計の年間利用者が 2,391 人（向ヶ丘 566 人、東町 1,825

人）で、5 年前の 3,680 人（向ヶ丘 799 人、東町 2,881 人）から 35.0％減少

しています。 

施設については、2 館とも建設から 30 年以上が経過し、大規模改修を行っ

ていないことから、施設の老朽化が進んでいます。 

個別基本方針 

【廃 止】 

当施設は、町民の生活環境改善及び生活文化の向上を図るため設置してきま

したが、施設の老朽化が進んでいることから、関係連合区と施設廃止に向けた

協議を進める必要があります。 

なお、協議に当たっては、他の公共施設や公営住宅等に代替施設を確保し、

地域町民の自主的なコミュニティ活動に支障が生じることのないよう対策を

講じます。 

 

■老人福祉寮「かおる荘」 

区  分 内             容 

施設の現況等 

当施設は、入所定員 7 人に対し、1 月平均 5.0 人が入所し、5 年前の 6.4 人

から 21.9％減少しています。 

施設については、建設後 29 年を経過し、大規模改修を行っていないことか

ら、施設の老朽化が進んでいます。 

個別基本方針 

【廃 止】 

当施設は、生活環境又は住宅事業等の理由で家族と同居できない高齢者の居

住施設として一定の役割を果たしてきましたが、老朽化に加え、居室面積が狭

いことやバリアフリー化が十分ではないなど、高齢者が求めるニーズに対応で

きていないことから、施設を廃止する必要があります。 

なお、施設廃止に当たっては、他の老人福祉施設等への移転先を確保するな

ど、既存入居者の生活に支障が生じることのないよう対策を講じます。 
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■老人保健施設「健寿苑」 

区  分 内             容 

施設の現況等 

当施設は、入所定員 52 人（短期入所含む）に対し 1 日平均 48.9 人が入所し、

5 年前の 49.9 人とほぼ同数を維持しています。 

施設については、建物外部及び内部設備の大規模改修を実施しており、概ね

良好な状態にあります。 

個別基本方針 

【移 譲】 

当施設は、在宅との中間施設として役割を担う入所サービス、またリハビリ

を中心とした短期入所、デイケアサービスを提供する施設として運営してきま

したが、今後においても高齢者の増加が見込まれることから、「在宅サービス」

と「施設サービス」を複合的に提供する「地域包括ケアシステム」の充実が求

められています。 

このため、当施設の機能強化や新たなサービス導入など、より柔軟かつ効率

性の高い施設運営が行われるよう、当施設を社会福祉法人に無償譲渡し、町の

一定の関与のもと、在宅を含めた介護サービスの充実・強化を図ります。 

※現在、当施設の無償譲渡を町議会に諮問中 

 

■老人総合福祉施設「やすらぎの家」 

区  分 内             容 

施設の現況等 

当施設は、入所定員 60 人（短期入所を含む）に対し 1 日平均 54.7 人が入所

し、5 年前の 55.2 人とほぼ同数を維持しています。 

施設については、建物外部及び内部設備の大規模改修を実施しており、概ね

良好な状態にあります。 

個別基本方針 

【移 譲】 

当施設は、自宅において介護を受けることが困難な要介護者に対するサービ

スを提供する拠点施設、また在宅での介護生活をサポートする短期入所、通所

介護施設として運営してきたが、今後においても高齢者の増加が見込まれるこ

とから、「在宅サービス」と「施設サービス」を複合的に提供する「地域包括

ケアシステム」の充実が求められています。 

このため、当施設の機能強化や新たなサービス導入など、より柔軟かつ効率

性の高い施設運営が行われるよう、当施設を社会福祉法人に無償譲渡し、町の

一定の関与のもと、在宅を含めた介護サービスの充実・強化を図ります。 

※現在、当施設の無償譲渡を町議会に諮問中 

 

■高齢者生活福祉センター「ひだまり」 

区  分 内             容 

施設の現況等 

当施設は、入所定員 20 名に対し 1 月平均 17.0 人が入所し、5 年前の 14.3

人から 18.9％増加しています。 

施設については、建設から 17 年を経過していますが、概ね良好な状態にあ

ります。 

個別基本方針 

【存 続】 

当施設は、高齢や障がいのため自立生活に不安のある高齢者の居住施設とし

て存続するとともに、計画的な維持補修、効率的な管理運営を進めます。 
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第４章 
施設類型ごとの管理に関する基本的な方針 

（２）児童福祉施設 
①施設一覧表 

番
号 

施設名 
延床面積
（㎡） 

建築 
年度 

経過
年数 

構造 所管課 
運営 
方法 

所在地域 

1 東町児童館 190 S45 46 W おもいやり課 直営 東町 1 区 

2 南町児童館 190 S47 44 W おもいやり課 直営 南町 5 区 

3 北町児童館 190 S49 42 W おもいやり課 直営 北町 4 区 

4 認定こども園 905 H20 8 RC おもいやり課 直営 本町 8 区 

5 子育て⽀援センター 156 H20 8 RC おもいやり課 直営 本町 8 区 

※構造 W：木造 RC：鉄筋コンクリート造 

※経過年数により次のとおり色分けをしています。 50 年以上 31 年〜49 年 30 年以下 

 

②各施設の現況と個別基本方針 

 

■児童館（東町・南町・北町） 

区  分 内             容 

施設の現況等 

当施設は、3 館合計の年間利用者が 11,047 人（東町 1,384 人、南町 3,906

人、北町 5,757 人）で、5 年前の 13,507 人（東町 1,681 人、南町 5,123 人、

北町 6,703 人）から 18.2％減少しています。 

施設については、これまでも必要な大規模改修を行ってきましたが、3 館と

も既に耐用年数を経過していることから、施設の老朽化が進んでいます。 

個別基本方針 

【複合化】 

当施設は、利用者数の大幅な減少、施設の老朽化、子育て支援を巡る環境の

変化などを踏まえ、現施設を 3 館ともに閉館しますが、児童館は児童の健全育

成、子育て支援の場として重要な役割を果たしていることから、新たに 1 カ所

に集約化した児童館を整備し、子ども同士の交流やイベントの充実など、各種

事業の効率的かつ効果的な実施を図ります。 

また、施設の集約化に当たっては、子育て対策の総合的な推進を図るととも

に、施設整備、管理・運営の効率化を図るため、社会教育センター（公民館・

図書館・郷土館）に必要な機能を移転させる複合化について検討を進めます。 

なお、集約化による廃止施設付近の利用者の利便性低下が懸念されることか

ら、下校後、帰宅しないで直接来館できる制度など、子どもと保護者の双方に

とって魅力ある施設になるよう、関係者の意向を踏まえながら検討を進める必

要があります。 
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■認定こども園 

区  分 内             容 

施設の現況等 

当施設は、定員 120 人に対し 110 人が在籍し、保育所から幼稚園機能を併

せ持つ保育所型認定こども園に移行した 1 年前の 105 人から 4.8％増加してい

ます。 

施設については、建設から 8 年が経過していますが、良好な状態にあります。 

個別基本方針 

【存 続】 

当施設は、就学前児童の教育、保育の拠点施設として存続するとともに、計

画的な維持補修、効率的な管理運営を進めます。しかし、近年の保育児数は平

成 26 年度からの短時間保育の実施や、出産後の職場復帰の早期化などによっ

て 3 歳未満児が急増しており、今後も同様の状況が続いた場合、現在の施設面

積での運営が困難になることから、当施設の定員と施設利用のあり方について

検討する必要があります。 

 

■子育て支援センター 

区  分 内             容 

施設の現況等 

当施設は、年間利用者が 1,066 人（大人 499 人、子ども 567 人）で、5 年

前の 2,032 人（大人 909 人、子ども 1,123 人）から 47.5％減少しています。 

施設については、認定こども園と一体施設として管理しており、良好な状態

にあります。 

個別基本方針 

【存 続】 

当施設は、子育てに関する相談、支援等の拠点施設として存続しますが、そ

れぞれの窓口が分散化していることから他の公共施設との複合化により、子育

て対策の総合的な推進とワンストップ化について検討を進めます。 

また、認定こども園の入所定員の拡大が必要となる場合は、当施設の認定こ

ども園への用途変更についても含めて検討する必要があります。 
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第４章 
施設類型ごとの管理に関する基本的な方針 

（３）環境衛生施設 
①施設一覧表 

番
号 

施設名 
延床面積
（㎡） 

建築 
年度 

経過
年数 

構造 所管課 
運営 
方法 

所在地域 

1 葬斎場 257 S60 31 RC まちなみ課 直営 宮村 2 区 

2 最終処分場（水処理棟） 254 H15 13 RC まちなみ課 直営 向ヶ丘 

3 最終処分場（上屋） 1,066 H15 13 S まちなみ課 直営 向ヶ丘 

※構造 RC：鉄筋コンクリート造 S：鉄骨造 

※経過年数により次のとおり色分けをしています。 50 年以上 31 年〜49 年 30 年以下 

 

②各施設の現況と個別基本方針 

 

■葬斎場 

区  分 内             容 

施設の現況等 

当施設は、浦臼町と共同利用を行っており、年間利用件数が 135 件（町内

98 件、町外 37 件）で、5 年前の 124 件（町内 82 件、町外 42 件）から 8.9％

増加しています。 

施設については、火葬炉の定期改修は実施していますが、建設から 31 年を

経過し、建物本体の大規模改修を行っていないことから、施設の老朽化が進ん

でいます。 

個別基本方針 

【広域化】 

当施設は、人口減少が進む中においても一定の利用が保たれていますが、今

後も施設を適正に維持するためには、施設外部の補修に加え、火葬炉の定期的

な改修など、大規模な修繕が必要になります。当施設は、現在浦臼町と広域利

用を行っていますが、施設の老朽化も進んでいることから、効率的な維持管理

と広域化の更なる推進を図る観点から、当施設を廃止し、砂川地区保健衛生組

合への加入について検討を進めます。 

 

■一般廃棄物最終処分場 

区  分 内             容 

施設の現況等 

当施設は、埋立容量 15,500 ㎡に対し累計約 3,300 ㎡の埋立実績となってい

ます。 

施設については、建設後 13 年を経過し、上屋シートの張り替えが今後見込

まれますが、概ね良好な状態にあります。 

個別基本方針 

【存 続】 

当施設は、一般廃棄物の処理工程上、埋立て処分を行う施設は必要不可欠で

あることから、施設を存続し、今後も計画的な維持補修、効率的な管理運営を

進めます。 
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（４）保健医療施設 
①施設一覧表 

番
号 

施設名 
延床面積
（㎡） 

建築 
年度 

経過
年数 

構造 所管課 
運営 
方法 

所在地域 

1 保健センター 548 S57 34 RC 健康ふれあい課 直営 本町 10 区 

2 町⽴国⺠健康保険病院 5,338  H6 22 RC 健康ふれあい課 直営 本町 10 区 

※構造 RC：鉄筋コンクリート造 

※経過年数により次のとおり色分けをしています。 50 年以上 31 年〜49 年 30 年以下 

 

②各施設の現況と個別基本方針 

 

■保健センター 

区  分 内             容 

施設の現況等 

当施設は、健康相談、各種健診、介護予防事業など、町民の健康づくり事業

の実施により、幅広い年齢層の町民に利用されています。 

施設については、建設後 30 年以上が経過し、大規模改修を行っていないこ

とから、施設の老朽化が進んでいます。 

個別基本方針 

【存 続】 

当施設は、各種健診や健康相談など、町民の健康づくりの拠点施設として存

続しますが、施設の老朽化やバリアフリー化が十分でないことから、施設の改

修のあり方について検討する必要があります。 

 

■町立国民健康保険病院 

区  分 内             容 

施設の現況等 

当施設は、町内開業医との共同利用や砂川市立病院との医療連携を行うな

ど、安定した地域医療の確保に努めてきましたが、人口減少等による患者数の

減少等を踏まえ、平成 28 年 4 月に病棟再編を実施し、病棟数を 96 床から 50

床に削減し、経営の健全化を進めています。 

施設については、建設後 22 年を経過していますが、外部改修や医療機器の

更新等を実施し、概ね良好な状態にあります。 

個別基本方針 

【存 続】 

当施設は、地域医療の拠点施設として存続するとともに、計画的な維持補修、

効率的な管理運営を進めます。 
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第４章 
施設類型ごとの管理に関する基本的な方針 

（５）農業施設 
①施設一覧表 

番
号 

施設名 
延床面積
（㎡） 

建築 
年度 

経過
年数 

構造 所管課 
運営 
方法 

所在地域 

1 旧奈井江排水機場 252 S44 47 S ふるさと農政課 直営 瑞穂 2 区 

2 新奈井江排水機場 229 S59 32 S ふるさと農政課 直営 瑞穂 2 区 

3 ⾼島排水機場 393 H9 19 S ふるさと農政課 直営 ⾼島 2 区 

4 米穀乾燥調製貯蔵施設 2,497 H13 15 SRC ふるさと農政課 指定管理 茶志内 4 区 

5 米穀貯蔵用利雪低温倉庫 1,237 H22 6 S ふるさと農政課 指定管理 茶志内 4 区 

6 農産物加工実習室 51 S46 45 W ふるさと農政課 直営 本町 10 区 

7 土壌分析室 43 S46 45 W ふるさと農政課 直営 本町 10 区 

※構造 S：鉄骨造 SRC：鉄骨鉄筋コンクリート造 W：木造 

※経過年数により次のとおり色分けをしています。 50 年以上 31 年〜49 年 30 年以下 

 

②各施設の現況と個別基本方針 

 

■排水機場（旧奈井江、新奈井江、高島） 

区  分 内             容 

施設の現況等 

当施設は、豪雨等による浸水被害を未然に防止する施設であり、クラマナイ

川に奈井江排水機場を、茶志内川に高島排水機場を設置しています。施設につ

いては、現在、奈井江排水機場において、ポンプ設備、建物本体等の大規模改

修工事（平成 30 年度完成予定）を実施していますが、今後、高島排水機場に

ついても、同様の改修工事が必要になります。 

個別基本方針 

【存 続】 

当施設は、豪雨災害の防止のため必要不可欠な施設であることから、引き続

き施設を存続するとともに、計画的な維持補修、効率的な管理運営を進めます。 

 

■米穀乾燥調製貯蔵施設・米穀貯蔵用利雪低温倉庫 

区  分 内             容 

施設の現況等 

米穀乾燥調製貯蔵施設は、処理能力 5,760t に対し 10,194t（稼働率 177.0%）

の処理実績となっています。施設については、建設から 15 年が経過しており、

機械設備の老朽化が進んでいます。 

米穀貯蔵用利雪低温倉庫は、雪の冷熱を利用して、米穀乾燥調製貯蔵施設に

おいて調製された玄米を保管する施設であり、概ね良好な状態にあります。 

個別基本方針 

【存 続】 

当施設は、本町の基幹作物である米の出荷拠点施設として施設を存続すると

ともに、新砂川農協の管理運営により、計画的な施設改修等を進めます。 

また、米の需給動向や多様な実需者ニーズに対応するため、必要に応じて施

設の増設・増強等を行います。 
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■農産物加工実習室 

区  分 内             容 

施設の現況等 

当施設は、年間利用件数が 52 件で、5 年前の 139 件から 62.6％減少してい

ます。施設については、平成 20 年に農業構造改善センターから役場倉庫内に

移転したものであり、設置している加工実習機器については、一部の機器を除

き、平成 21 年に更新しています。 

個別基本方針 

【移 譲】 

当施設は、町内の複数団体が当施設の利用を経て、独自に商品開発や加工販

売を行うなど、地場農産物の付加価値向上等に一定の成果を上げてきました

が、農家戸数の減少や高齢化などにより農業者の利用は年々減少しています。 

当面、施設は現状のまま存続しますが、老朽化により実習機器が使用不能に

なった時点で施設を廃止するとともに、代替施設を確保するため、新砂川農協

が所有する加工実習室の利用に向けた協議を進める必要があります。 

 

■土壌分析室 

区  分 内             容 

施設の現況等 

当施設は、年間分析数が 792 点で、5 年前の 713 点から 11.1％増加してい

ます。施設については、平成 20 年に農業構造改善センターから役場倉庫内に

移転したものであり、設置している土壌分析機器については、平成 23 年に更

新しています。 

個別基本方針 

【存 続】 

農産物の安定生産と高品質化を図るためには、土づくりが基本であり、今後

とも農業者が土壌分析を継続的かつ計画的に実施できる環境を確保する必要

があることから、当面、施設は存続します。 

なお、これまで当施設は、町と農協が共同で維持管理費を負担し、土壌分析

の普及・促進に努めてきましたが、今後、農協・農業者の主体性を生かした取

組に発展させるため、公設民営による運営、外部専門機関への委託など、様々

な角度から土壌分析の実施のあり方について検討する必要があります。 
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第４章 
施設類型ごとの管理に関する基本的な方針 

（６）観光施設 
①施設一覧表 

番
号 

施設名 
延床面積
（㎡） 

建築 
年度 

経過
年数 

構造 所管課 
運営 
方法 

所在地域 

1 ないえ温泉 2,754 H1 27 RC ふるさと商工課 直営 白⼭ 3 区 

2 農業構造改善センター 998 H1 27 RC ふるさと商工課 直営 白⼭ 3 区 

3 屋内体育センター 1,106 H4 24 S ふるさと商工課 直営 白⼭ 3 区 

4 地域交流センター（道の駅） 575 H7 21 W ふるさと商工課 指定管理 北町 6 区 

5 にわ⼭森林⾃然公園ｾﾝﾀｰﾊｳｽ 173 H10 18 W ふるさと農政課 直営 字東奈井江 

※構造 RC：鉄筋コンクリート造 S：鉄骨造 W：木造 

※経過年数により次のとおり色分けをしています。 50 年以上 31 年〜49 年 30 年以下 
 

②各施設の現況と個別基本方針 

 

■ないえ温泉 

区  分 内             容 

施設の現況等 

当施設は、町民の保養・健康保持増進の場として、町内外の多くの方に利用

されてきましたが、類似施設が近隣市町にも多く設置され、施設の老朽化も進

んでいることなどから、高齢者・障がい者の入浴助成による利用者は、ほぼ同

数を維持しているものの、年間利用者数は、入館者・宿泊者ともに、年々減少

を続けています。 

また、当施設の運営は、平成 20 年度から施設の無償貸与により、町内民間

企業が経営を行ってきましたが、平成 28 年 9 月に経営を撤退し、現在、休館

となっています。 

施設の状態は、建設後 27 年が経過し、浴場、ボイラー設備等の大規模改修

が必要となっています。 

個別基本方針 

【存 続】 

当施設は、町民の保養・健康保持増進の場、町民や町内企業等が利用する宿

泊施設として存続します。 

施設の改修については、現状機能の維持のため適切な範囲で実施するととも

に、計画的な維持補修、指定管理者制度による効率的な管理運営を進めます。 

 

■農業構造改善センター 

区  分 内             容 

施設の現況等 

当施設は、設置当初から、温泉施設との一体的な利用を目指してきましたが、

温泉利用者の減少とともに、当施設の利用も大幅に減少し、平成 28 年 4 月か

ら休館となっています。 

施設については、建設後 27 年が経過していますが、概ね良好な状態にあり

ます。 

個別基本方針 

【存 続】 

当施設を存続し、温泉施設との一体的な利活用を図るとともに、計画的な維

持補修、指定管理制度による効率的な管理運営を進めます。 
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■屋内体育センター 

区  分 内             容 

施設の現況等 

当施設は、年間利用者が 608 人で、5 年前の 5,188 人から 88.3％減少して

います。当施設は、温泉と同一敷地内に設置することにより、温泉利用者の多

様なニーズに応えることを目的としてきましたが、現状では、冬期間のパーク

ゴルフと町外の野球少年団の練習など、特定少数の団体による利用に限られて

います。 

施設については、建設後 24 年が経過し、大規模改修を行っていないことか

ら、老朽化が進んでいます。 

個別基本方針 

【廃 止】 

当施設は、主な目的としていた温泉客の増加効果がほとんどなく、現在利用

しているパークゴルフ及び野球についても他の施設の利用が可能なことから

施設を廃止します。 

 

■地域交流センター（道の駅） 

区  分 内             容 

施設の現況等 

当施設は、年間利用者が 129,770 人で、5 年前の 153,393 人から 15.4％減

少しています。当施設は、国道 12 号線などの道路利用者の交通安全確保や観

光振興施設としての役割を果たしていますが、社会情勢や交通量の変化などに

より、利用者が減少傾向にあります。 

施設については、建設後 21 年が経過し、老朽化が進んでいることから、現

在、屋根、トイレ改修等の大規模改修工事（平成 29 年度完成予定）を実施し

ています。 

個別基本方針 

【存 続】 

当施設は、地元農産品の販売や観光施設の PR 等を行う拠点施設として存続

するとともに、計画的な維持補修、効率的な管理運営を進めます。 

 

■にわ山森林自然公園 

区  分 内             容 

施設の現況等 

当施設は、奈井江町の街並みや、樺戸連山を一望できる貴重な施設として、

町内外の方の利用に加え、児童生徒の体験・学習の場としても活用されていま

す。センターハウスは、建設後 18 年を経過し、今後、屋根塗装や防腐処理等

が必要ですが、建物本体は概ね良好な状態にあります。 

個別基本方針 

【存 続】 

当施設は、町内唯一の自然公園であり、近年、桜の名所としても認知度が高

まっていることから、現状機能の維持のため適切な範囲で維持補修を行いなが

ら、管理運営を進めます。 

 

  



 

43 

第４章 
施設類型ごとの管理に関する基本的な方針 

（７）公園施設 
①施設一覧表 

番
号 

施設名 
延床面積
（㎡） 

建築 
年度 

経過
年数 

構造 所管課 
運営 
方法 

所在地域 

1 寿公園 51,000 S63 28 - まちなみ課 直営 東町 6 区 

2 なかよし公園 1,500 S54 37 - まちなみ課 直営 本町 5 区 

3 南町公園 3,100 S55 36 - まちなみ課 直営 南町 1 区 

4 白樺公園 3,000 S56 35 - まちなみ課 直営 北町 2 区 

5 本町公園 32,000 S56 35 - まちなみ課 直営 本町 9 区 

6 住友公園 3,600 S61 30 - まちなみ課 直営 東町 6 区 

7 東町５区遊園地 1,400 S53 38 - おもいやり課 直営 東町 5 区 

8 みのり遊園地 1,300 S63 28 - おもいやり課 直営 南町 8 区 

9 茶志内公園 20,000 H2 26 - まちなみ課 直営 南町 7 区 

10 ライマン公園 81,000 H10 18 - まちなみ課 直営 本町 9 区 

 

※経過年数により次のとおり色分けをしています。 50 年以上 31 年〜49 年 30 年以下 
 

②各施設の現況と個別基本方針 

 

■公園 

区  分 内             容 

施設の現況等 

本町には、遊具施設を有する公園施設が 10 ヶ所ありますが、人口減少、少

子化等により、公園の利用者は年々減少しています。公園に設置している遊具

施設については、毎年度、安全点検と修繕を行っていますが、ほとんどの公園

で更新が行われていないことから、一部に腐食、劣化が著しく、使用を中止し

ている遊具もあります。 

個別基本方針 

【存 続・ 

集約化】 

当施設は、町民のスポーツやレクリエーション機能に加え、景観形成や地域

活動、冬期間の堆雪場など、多面的な機能を有していることから、それぞれの

機能に応じた適切かつ効率的な維持管理を行います。また公園は、子どもの健

全育成、子育て支援の観点から重要な役割を担っていることから、少子化など

の動向を踏まえた遊具施設の効率的な更新と維持管理の充実を図るため、連合

区ごとに遊具施設を 1 カ所に集約化することを基本に、関係者と協議しながら

公園長寿命化計画の見直しを行います。 

町内会や体育団体等によって維持管理が行われている公園については、町民

との協働のまちづくりを進める観点から、町内会等が実施する公園の清掃や草

刈り等に対し、町が必要な物品の提供や保険加入等の支援を行う環境美化里親

制度の実施について検討します。 

遊具施設のない公園や、町民参加による維持管理ができない公園について

は、景観緑地、冬期間の堆雪場として位置付け、適切な範囲で維持管理を行い

ます。 
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（８）学校施設 
①施設一覧表 

番
号 

施設名 
延床面積
（㎡） 

建築 
年度 

経過
年数 

構造 所管課 
運営 
方法 

所在地域 

1 奈井江⼩学校 4,286 S49 42 SRC 教育委員会 直営 北町 3 区 

2 奈井江中学校 5,612 S46 45 SRC 教育委員会 直営 本町 9 区 

※構造 SRC：鉄骨鉄筋コンクリート造 

※経過年数により次のとおり色分けをしています。 50 年以上 31 年〜49 年 30 年以下 

 

②各施設の現況と個別基本方針 

 

■奈井江小学校 

区  分 内             容 

施設の現況等 

当施設は、児童数 221 人、13 学級（うち特別支援 5 学級）の編成となって

いますが、江南小学校（平成 25 年 3 月廃校）との統合により、児童数はいっ

たん増加したものの、少子化等の影響により年々減少を続けています。施設に

ついては、平成 22 年度に体育館の耐震補強工事を実施し、耐震化に対応する

とともに、平成 24・25 年度には大規模改修工事を行っていることから、良好

な状態にあります。 

個別基本方針 

【存 続】 

当施設は、町内唯一の小学校として施設を存続し、計画的な維持補修、効率

的な管理運営を進めますが、今後学級数の減少が見込まれることから、校舎の

有効活用について検討する必要があります。 

 

■奈井江中学校 

区  分 内             容 

施設の現況等 

当施設は、生徒数 149 人、8 学級（うち特別支援 2 学級）の編成となってい

ますが、生徒数は、少子化等の影響により年々減少を続けています。施設につ

いては、平成 25・26 年度に耐震補強工事を実施していますが、大規模改修を

行っていないことから、施設の老朽化が進んでいます。 

個別基本方針 

【存 続】 

当施設は、町内唯一の中学校として施設を存続しますが、校舎の老朽化に加

え、学級数の減少も見込まれることから、現校舎の大規模改修あるいは建て替

えのどちらが良いのか、整備のあり方について検討する必要があります。 
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第４章 
施設類型ごとの管理に関する基本的な方針 

（９）文化施設 
①施設一覧表 

番
号 

施設名 
延床面積
（㎡） 

建築 
年度 

経過
年数 

構造 所管課 
運営 
方法 

所在地域 

1 

社会教育センター 

公⺠館 2,269 S54 37 RC 教育委員会 直営 

本町 10 区 2 郷土館 473 S56 35 RC 教育委員会 直営 

3 図書館 1,256 S56 35 RC 教育委員会 直営 

4 陶芸センター 67 S59 32 W 教育委員会 直営 南町 2 区 

5 文化ホール 1,837 H5 23 RC 教育委員会 直営 本町 2 区 

※構造 RC：鉄筋コンクリート造 W：木造 

※経過年数により次のとおり色分けをしています。 50 年以上 31 年〜49 年 30 年以下 

 

②各施設の現況と個別基本方針 

 

■社会教育センター（公民館、郷土館、図書館） 

区  分 内             容 

施設の現況等 

公民館は、年間利用者が 20,434 人で、5 年前の 19,661 人と比較してもほぼ

同数の利用を維持し、社会教育施設として一定の役割を果たしていますが、貸

室の利用が 1 階に集中している状況にあります。当施設には、調理実習室を設

置していますが、飲食を伴う大ホールの同時利用やイベント時の調理作業など、

文化ホールやみなクルでは代替できない機能を有しています。 

郷土館は、年間利用者が 180 人で、5 年前の 231 人から 22.1％減少し、利用

が多いとは言えませんが、児童生徒の貴重な郷土学習の場となっています。当

施設の収蔵庫には、多くの展示品を保管していますが、展示品の更新や追加を

していなかったり、一部の展示コーナーは故障したままの状態となっています。 

図書館は、年間利用者が 5,551 人で、5 年前の 8,508 人から 34.8％減少して

います。当施設は、町民の知識・教養の習得や情報提供の場として一定の役割

を果たしていますが、人口減少や情報通信技術の発達により、利用者が年々減

少しています。 

社会教育センター（公民館・郷土館・図書館）は、建設後 35 年以上を経過

し、大規模改修を行っていないことから、施設の老朽化が進んでいます。また、

耐震 2 次診断により郷土館の耐震改修の必要性が指摘されています。 

個別基本方針 

【存 続・ 

複合化】 

当施設は、会議室の利用頻度に大きな差があるなど、効率的な施設利用が行

われていない点もありますが、町民に社会教育活動の場を提供するため、施設

を存続します。 

しかし、人口減少などにより、今後施設の利用が減少することが見込まれる

ことから、複合施設として児童館などの新たな機能を加えることにより、行政

サービスの充実と管理・運営の更なる効率化を図る必要があります。 

また、施設の耐用年数がまもなく 4 分の 3 を超えることから、複合化のため

の改修工事は、人口減少等の動向を踏まえて適切な範囲で実施する必要があり

ます。 
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■陶芸センター 

区  分 内             容 

施設の現況等 

当施設は、年間利用者が 688 人で、5 年前の 857 人から 19.7％減少してい

ます。施設については、既に耐用年数が経過し、大規模改修を行っていないこ

とから老朽化が進んでいます。 

個別基本方針 

【複合化】 

当施設は、建築後 30 年を経過し、老朽化が進んでいることから、施設を廃

止し、当該機能を社会教育センターに移転する方向で検討を進めます。 

 

■文化ホール 

区  分 内             容 

施設の現況等 

当施設は、年間利用者が 16,698 人で、5 年前の 22,492 人から 25.8％減少

していますが、コンチェルトホールは、道内でも有数の優れた音楽専用ホール

として知られており、町内外から高い評価を得ています。施設については、平

成 25～27 年度に、外部改修、音響設備更新等の大規模改修を実施しているこ

とから、良好な状態にあります。 

個別基本方針 

【存 続】 

当施設は、道内でも貴重な音楽専用ホールとして、芸術文化の鑑賞や各種サ

ークル活動の発表など、地域づくりの拠点施設として存続するとともに、計画

的な維持補修、効率的な管理運営を進めます。 
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第４章 
施設類型ごとの管理に関する基本的な方針 

（10）体育施設 
①施設一覧表 

番
号 

施設名 
延床面積
（㎡） 

建築 
年度 

経過
年数 

構造 所管課 
運営 
方法 

所在地域 

1 体育館 2,363 S59 32 RC 教育委員会 指定管理 東町 6 区 

2 体育館（格技場） 231 S60 31 RC 教育委員会 指定管理 東町 6 区 

3 体育館テニスコート 1,600 S60 31 - 教育委員会 指定管理 東町 6 区 

4 町⺠プール 1,409 H13 15 SRC 教育委員会 指定管理 北町 3 区 

5 本町公園野球場 11,787 S55 36 - 教育委員会 直営 本町 9 区 

6 本町公園テニスコート 1,600 S55 36 - 教育委員会 直営 本町 9 区 

7 寿公園ｻｯｶｰ場兼ｿﾌﾄﾎﾞｰﾙ場 8,970 S4 24 - まちなみ課 指定管理 東町 6 区 

8 寿公園芝サッカー場 6,142 S11 17 - まちなみ課 指定管理 宮村 2 区 

9 寿公園パークゴルフ場 12,661 S11 17 - まちなみ課 指定管理 宮村 2 区 

※構造 RC：鉄筋コンクリート造 SRC：鉄骨鉄筋コンクリート造 

※経過年数により次のとおり色分けをしています。 50 年以上 31 年〜49 年 30 年以下 

 

②各施設の現況と個別基本方針 

 

■体育館 

区  分 内             容 

施設の現況等 

当施設は、年間利用者が 22,374 人で、5 年前の 22,449 人とほぼ同数の利用

を維持しています。当施設は、町民をはじめ、町外の方にも継続的に利用され

ており、身近なところでスポーツや健康づくりに親しめる地域体育館としての

役割を果たしています。また、施設については、暖房設備（配管設備を除く）

の更新は行っていますが、屋上・外壁等の大規模改修を行っていないことから

施設の老朽化が進んでいます。 

個別基本方針 

【存 続】 

当施設は、スポーツの振興、町民の健康づくりを推進する観点から施設を存

続します。当施設の改修については、現状機能の維持のため適切な範囲で実施

するとともに、体育施設の有効利用を進めるため、屋内体育センター及び学校

開放事業の利用を当施設に集約する必要があります。 
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■体育館テニスコート 

区  分 内             容 

施設の現況等 

当施設は、年間利用者が 145 人で、5 年前の 245 人から 40.8％減少してい

ます。施設の利用は、中学生の利用が大半を占めており、夜間の利用も年数回

程度しかありません。施設については、テニスコート、付帯設備ともに概ね良

好な状態にあります。 

個別基本方針 

【存 続】 

当施設は、利用者数は少ないですが、体育館の附帯施設として効率的な利用、

管理が行えることから、施設を存続します。また、利用実態に即した効率的な

管理を行うため、夜間照明の廃止、コート数の削減を行う必要があります。 

 

■町民プール 

区  分 内             容 

施設の現況等 

当施設は、年間利用者が 6,672 人で、5 年前の 10,868 人から 38.6％減少し

ており、時期別では 5 月と 10 月が、時間別では午前と夜間の利用者が少ない

状況にあります。しかし、当施設は、小学校のプール授業や水泳教室、大人の

健康増進の観点からも重要な役割を果たすとともに、約半数を占める町外利用

者に継続的に利用されています。施設については、建設後 15 年を経過してい

ますが、機械設備の定期点検や部品交換等を実施しており、概ね良好な状態に

あります。 

個別基本方針 

【存 続】 

当施設は、学校プール、子どもの健全育成、大人の健康増進などの利用に加

え、町外からの利用も多く、広域利用施設として重要な役割を果たしているこ

とから、施設を存続します。また、施設の管理運営については、利用時期、時

間の短縮を図り、効率的な利用を進めます。 

 

■本町公園野球場 

区  分 内             容 

施設の現況等 

当施設は、年間利用日数が 28 日で、5 年前の 63 日から 55.6％減少してい

ます。当施設は、7 団体（野球連盟、町内企業等）が利用していますが、野球

連盟には浦臼町のチームが含まれ、当施設が使えない場合に近隣市町の施設を

利用するなど、既に広域的な活動が行われています。また、回数は少ないもの

の、町内企業の野球練習等にも継続的に使われています。施設については、本

部席、バックネット等の付帯設備の老朽化が進んでいます。 

個別基本方針 

【存 続・ 

広域化】 

当施設は、野球連盟等が開催する大会の広域化を進めるとともに、当施設の

役割を野球もできる多目的広場として位置付け、現状機能の維持のため適切な

範囲で計画的な維持管理と効率的な管理運営を進めます。 
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第４章 
施設類型ごとの管理に関する基本的な方針 

■本町公園テニスコート 

区  分 内             容 

施設の現況等 

当施設は、一般の利用がほとんどなく、奈井江中学校のテニス部がほぼ毎日

利用しています。テニスコートは概ね良好な状態にありますが、外周に設置し

ているフェンスの老朽化が進んでいます。 

個別基本方針 

【存 続】 

当施設は、中学校テニス部の練習拠点となっていることから、施設を存続し、

計画的な維持補修と効率的な管理運営を進めます。施設の利用は、中学生を優

先することとし、一般の利用については体育館テニスコートへ集約化します。 

 

■寿公園サッカー場兼ソフトボール場 

区  分 内             容 

施設の現況等 

当施設は、年間利用者が 2,350 人で、5 年前の 3,905 人から 39.8％減少して

いますが、当施設は、地元サッカー少年団等の練習場所として、開設期間中は

常時利用されています。施設については、大規模改修は行っていませんが、概

ね良好な状態にあります。 

個別基本方針 

【存 続】 

当施設は、地元サッカー少年団等の練習拠点として継続的に利用されている

ことから、青少年スポーツの振興を図るため施設を存続し、計画的な維持補修

と効率的な管理運営を進めます。 

 

■寿公園芝サッカー場 

区  分 内             容 

施設の現況等 

当施設の年間利用者は、3,075 人で、5 年前の 370 人から約 8 倍まで利用者

が伸びており、利用者の内訳は 86％が町外からの利用となっています。施設

については、芝刈り、散水等の管理作業だけであり、良好に管理されています。 

個別基本方針 

【存 続】 

当施設は、管内有数の管理の行き届いた芝サッカー場として、町内外の認知

度が高く、大会等も数多く開催されていることから、広域利用施設として施設

を存続し、計画的な維持補修と効率的な管理運営を進めます。 

 

■寿公園パークゴルフ場 

区  分 内             容 

施設の現況等 

当施設は、年間利用者が 6,811 人で、5 年前の 9,051 人から 24.7％減少して

います。人口減少や町外施設の利用などにより、町民の利用は減少しています

が、町外者の利用は、5 年前の 1,681 人から 2,165 人に伸びています。施設に

ついては、平成 27 年度に管理事務所の外壁改修を実施するとともに、パーク

ゴルフコースも適切に管理されており、良好な状態にあります。 

個別基本方針 

【存 続】 

当施設は、町民のレクリエーション、健康増進の場として一定の役割を果た

していることから施設を存続し、計画的な維持補修と効率的な管理運営を進め

ます。 
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（11）集会施設 
①施設一覧表 

番
号 

施設名 
延床面積
（㎡） 

建築 
年度 

経過
年数 

構造 所管課 
運営 
方法 

所在地域 

1 北町コミュニティ会館 257 S57 34 W まちづくり課 委託 北町 4 区 

2 南町コミュニティ会館 257 S56 35 W まちづくり課 委託 南町 1 区 

3 東町コミュニティ会館 204 H2 26 W まちづくり課 委託 東町 4 区 

4 交流プラザみなクル 1,250 H25 3 S ふるさと商工課 直営 本町 1 区 

※構造 W：木造 S：鉄骨造 

※経過年数により次のとおり色分けをしています。 50 年以上 31 年〜49 年 30 年以下 

 

②各施設の現況と個別基本方針 

 

■コミュニティ会館（北町、南町、東町） 

区  分 内             容 

施設の現況等 

当施設は、地域コミュニティの推進と町民の自主的な活動の場として、年間

約 3,400 人（南町約 600 人、北町約 2,400 人、東町約 400 人）に利用されて

います。施設については、町が管理費の一部を委託料として支出し、設置先の

連合区が自主的な管理を行っていますが、3 施設ともに建設から 25 年以上が

経過し、老朽化が進んでいます。 

個別基本方針 

【存 続】 

当施設は、地域コミュニティの推進と町民の自主的な活動の場として施設を

存続し、地域の主体的な維持管理のもと、施設の計画的な維持補修と効率的な

管理運営を進めます。 

 

■交流プラザ「みなクル」 

区  分 内             容 

施設の現況等 

当施設は、交流サロンの年間利用者が 13,768 人で、前年度の 10,953 人か

ら 25.7％増加しています。施設については、建設後 3 年の新しい施設であり、

良好な状態にあります。 

個別基本方針 

【存 続】 

当施設は、町民のコミュニティ活動や農商工連携による中心市街地活性化等

を図るための拠点施設として施設を存続するとともに、計画的な維持補修と効

率的な管理運営を進めます。 
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第４章 
施設類型ごとの管理に関する基本的な方針 

（12）住宅施設 
①施設一覧表 

番
号 

施設名 
棟数 

（棟） 
⼾数 

（⼾） 
建築 
年度 

経過 
年数 

構造 所在地 

1 

公営 

住宅 

瑞穂団地 2 16 H18・20 10・8 RC 北町 4 区 

2 桜ヶ丘団地 4 50 H9〜13 19〜15 RC 南町 3 区 

3 南団地 37 148 S46〜48 45〜43 CB・PC 南町 5・6 区 

4 北町団地 19 76 S49〜52 42〜39 CB 北町 5 区 

5 東団地 6 22 S45 46 CB 東町 1 区 

6 宮村団地 16 64 S53〜59 38〜32 CB 東町 7 区 

7 みのり団地 13 68 S61~H5 30〜23 CB 南町 8 区 

8 宮村団地(特公賃) 1 12 S7 21 RC 東町 7 区 

9 ⾼島団地(特公賃) 1 8 H12 16 RC ⾼島 7 区 

10 向ヶ丘団地（改良） 6 32 H10〜12 18〜16 RC 向ヶ丘 

11 

町職員 

住宅 

9~16 号 4 8 S55〜60 36〜31 W 東町 5 区 

12 17･18 号 1 2 S62 29 W 北町 6 区 

13 19･20 号 1 2 S62 29 W 本町 9 区 

14 21~24 号 2 4 H2・3 26・25 W 北町 4 区 

15 グリーンハイツ 1 6 H5 23 W 本町 9 区 

16 ⽉⾒ハイツ 1 12 H8 20 RC 本町 8 区 

17 旧教員 1 号 1 1 S45 46 CB 北町 6 区 

18 旧教員 17~20 号 ２ ４ S42・44 49・47 CB 南町 7 区 

19 

教職員 

住宅 

4･5 号 １ ２ S47 44 W 北町 6 区 

20 21･22 号 １ ２ S50 41 CB 南町 7 区 

21 24･25 号 ２ ２ S52 39 W 南町 8 区 

22 27･28 号 １ ２ S56 35 W 南町 8 区 

23 29 号 １ １ S58 33 W 北町 6 区 

24 101~104 号 ２ ４ H25 3 W 北町 6 区 

25 医師住宅 ４ ４ S62・H10 29〜18 W 本町 9 区 

26 サービス付⾼齢者向け住宅「あんしん」 - - H6 22 RC 本町 10 区 

※構造 RC：鉄筋コンクリート造 CB：コンクリートブロック造 PC：プレキャストコンクリート造 W：木造 

※経過年数により次のとおり色分けをしています。 50 年以上 31 年〜49 年 30 年以下 
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②各施設の現況と個別基本方針 

 

■公営住宅 

区  分 内             容 

施設の現況等 

当施設の管理戸数は、10 団地 105 棟 496 戸があり、住宅の構造別内訳は、

簡易耐火構造平屋建てが 354 戸（71.4％）、簡易耐火構造二階建て・準耐火構

造が 32 戸（6.5％）、耐火構造が 118 戸（23.8％）、この内、簡易耐火構造平屋

建ての 318 戸（64.1％）については、既に耐用年数である 30 年を経過し、老

朽化が進んでいます。 

個別基本方針 

【存 続】 

当施設は、住宅に困窮する低所得者の居住施設として、「公営住宅等長寿命

化計画」に基づく適正な維持管理と計画的な建て替え・用途廃止等を進めます。 

 

■町職員・教職員住宅 

区  分 内             容 

施設の現況等 
当施設の管理戸数は、21 棟 52 戸があり、この内、13 棟（61.9％）が、建

設後 30 年以上を経過しており、施設の老朽化が進んでいます。 

個別基本方針 

【存 続】 

当施設は、町職員及び教職員の居住施設として、適切な範囲で維持補修を行

い存続しますが、老朽化が進み、空き家となっている住宅が一部にあることか

ら、管理戸数の削減を進めます。 

 

■医師住宅 

区  分 内             容 

施設の現況等 
当施設の管理戸数は、4 棟 4 戸があり、建設後 18～29 年を経過しています

が、改修工事の実施により、概ね良好な状態にあります。 

個別基本方針 

【存 続】 

当施設は、町立病院の医師確保の観点から施設を存続しますが、空き家の民

間売却を行うなど、施設の効率的な管理運営を進めます。 

 

■サービス付高齢者向け住宅「あんしん」 

区  分 内             容 

施設の現況等 

当施設は、町立病院の 3 階病棟を改修し、平成 28 年 12 月から供用開始さ

れた施設であり、単身用居室・2 名利用可能居室合わせて 16 室を提供してい

ます。 

個別基本方針 

【存 続】 

当施設は、高齢者が医療・介護の面で安心して暮らせる住まい、また、高齢

者が健康的で活動的な生活を送れる地域づくりの拠点施設として、計画的な維

持補修、効率的な管理運営を進めます。 
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第４章 
施設類型ごとの管理に関する基本的な方針 

（13）公用施設 
①施設一覧表 

番
号 

施設名 
延床面積
（㎡） 

建築 
年度 

経過
年数 

構造 所管課 
運営 
方法 

所在地域 

1 役場庁舎 2,684 S46 45 RC まちなみ課 直営 本町 10 区 

2 役場庁舎ボイラー棟 95 S46 45 RC まちなみ課 直営 本町 10 区 

3 スクールバス⾞庫棟 124 S46 45 W まちなみ課 直営 本町 10 区 

4 公用⾞⾞庫棟 129 S54 37 S まちなみ課 直営 本町 10 区 

5 北町 6 区倉庫 105 S62 29 S まちなみ課 直営 北町 6 区 

6 庁舎防災倉庫 80 H21 7 S まちなみ課 直営 本町 10 区 

7 建設重機⾞庫棟 324 S45 46 S まちなみ課 直営 本町 10 区 

※構造 RC：鉄筋コンクリート造 W：木造 S：鉄骨造 

※経過年数により次のとおり色分けをしています。 50 年以上 31 年〜49 年 30 年以下 

 

②各施設の現況と個別基本方針 

 

■役場庁舎 

区  分 内             容 

個別基本方針 

【存 続】 

当施設は、平成 6～8 年度に外壁、暖房配管等の大規模改修を行いましたが、

建築から 45 年が経過し、建物本体、各種設備等の老朽化に加え、耐震 2 次診

断により耐震改修の必要性が指摘されています。庁舎の整備には高額な費用を

要することに加え、国の財政支援についても、範囲が限られているなどの課題

があり、現在まで整備の実施には至っていませんが、庁舎整備の手法には、改

修・建て替え・既存公共施設活用などが考えられることから、それぞれの手法

の概算事業費、メリット、デメリット等について、他市町村の事例等を調査し、

整備の方向性について検討を進めます。 
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（14）用途廃止施設 
①施設一覧表 

番
号 

施設名 
延床面積
（㎡） 

建築 
年度 

経過
年数 

構造 所管課 
運営 
方法 

所在地域 

1 旧消防庁舎 454 S34 57 RC まちなみ課 直営 本町 5 区 

2 旧消防庁舎（⾞庫） 163 S61 30 S まちなみ課 直営 本町 5 区 

3 旧江南⼩学校 3,830 S51 40 RC まちなみ課 直営 南町 7 区 

4 旧向ヶ丘共同浴場 108 H5 23 W まちなみ課 直営 向ヶ丘 

※構造 RC：鉄筋コンクリート造 S：鉄骨造 W：木造 

※経過年数により次のとおり色分けをしています。 50 年以上 31 年〜49 年 30 年以下 

 

②各施設の現況と個別基本方針 

 

■旧消防庁舎 

区  分 内             容 

個別基本方針 

【移 譲】 

当施設は、平成 27 年 10 月の奈井江浦臼支署の新庁舎完成により、消防組

合から町に移管されましたが、庁舎の老朽化が激しく再利用が困難なことか

ら、防犯対策や景観確保の観点から早期に解体する必要があります。また、

当敷地は中心市街地に位置する立地条件の良い土地であることから、民間事

業者への売却等を進めます。 

 

■旧江南小学校 

区  分 内             容 

個別基本方針 

【移 譲】 

当施設は、奈井江小学校との統合により平成 25 年 3 月に閉校しましたが、

地域町民や児童生徒に対する配慮から、校史の展示や一部校舎の一般開放を

続けてきました。しかし、閉校後 3 年が経過し、来館者も年々減少している

ことから、当事業の終了を検討します。また、当施設は耐震補強工事等の必

要がなく、再利用が可能なことから、民間事業者への売却や貸付け等により

施設の有効活用を図ります。 

 

■旧向ヶ丘共同浴場 

区  分 内             容 

個別基本方針 

【廃止（解体）】 

当施設の共同浴場としての利用は、平成 25 年 6 月に終了していますが、

施設の状況、地域町民の意向等を踏まえて検討を行い、再利用ができない場

合は、防犯対策や維持管理の負担軽減の観点から、早期に施設を解体します。 
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第４章 
施設類型ごとの管理に関する基本的な方針 

２．土木系公共施設の管理に関する基本的な⽅針 
（１）道路（町道・農道・林道） 

道路については国・道との連携を図り、常時の交通量や災害時の対応、また高齢者の増加等に

対応するためのバリアフリー化や安全安心な歩行空間の確保など、新たな社会的要請に対応した

施設の更新を行います。 

日々の管理については、点検・診断等の履歴を集積・蓄積することで維持管理・修繕・更新を

含む老朽化対策などに生かし、トータルコストの縮減を目指して予防保全型の管理に努めます。 

 

①実延長一覧表 

町道 

1 級（幹線） 28,674 ｍ 
2 級（幹線） 23,852 ｍ 

その他 80,894 ｍ 
計 133,420 ｍ 

農道  2,117 ｍ 
林道  14,975 ｍ 

※平成 27 年度末、橋梁延長含む 
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（２）下水道 
国の方針を確認しながら、奈井江町流域関連公共下水道事業計画に基づき、事業を実施してい

きます。 

下水道管渠の修繕は、毎年実施した点検、修理データを元に計画的な修繕の実施に生かし、経

営の健全化を図りながら、計画的かつ効率的な施設の維持管理を行います。 

 

現在、本町の下水道普及率及び接続率は下記に示すとおりとなります。 

下水道普及率 88.8％ 

下水道接続率 94.3％ （※平成 27 年度末） 

 

①管径別延長一覧 

 〜250mm 
251〜

500mm 
501〜

1000mm 
1001〜

2000mm 
2001〜

3000mm 

延⻑（ｍ） 51,752 8,492 10,730 6,369 3,390 

 

 

 

②築年別管種別整備状況（下水道） 
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第４章 
施設類型ごとの管理に関する基本的な方針 

（３）橋梁 
平成 24 年度に策定した橋梁長寿命化修繕計画に則り、計画的な修繕により、コストの平準化

と長寿命化を図ります。 

既存の橋梁についても維持費が多く掛かる区間については、利用状況や他路線の配置なども踏

まえて維持・修繕・耐震化等や今後の方針を示します。 

点検、診断、措置、記録というメンテナンスサイクルを確立し、5 年に一度の近接目視による

定期点検のほかに、日常的な維持管理として、パトロールによる点検を検討していきます。また、

損傷等が確認された場合は、緊急性に応じて、補修工事を適宜行うものとします。 

 

①橋梁数一覧表 

町道 
延⻑ 15ｍ以上 30 橋 認定外道路１橋含む 
延⻑ 15ｍ未満 13 橋  

計 43 橋  
農道 延⻑ 15ｍ以上 1 橋  
林道 延⻑ 15ｍ以上 1 橋  

※平成 27 年度末 

 

 

 

 

（４）河川・排水路 
日々の管理については、トータルコストの縮減を目指して予防保全型の点検・診断等を行い、

安全確保にも努めます。点検・診断等の履歴を集積・蓄積し、維持管理・修繕・更新を含む老朽

化対策などに生かしていきます。 

 

 

①排水路一覧表 

農業用排水路 ５水路 5,371 ｍ 
※平成 27 年度末 
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